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意見内容

１．損害賠償制度の見直し

特許法第１０２条各項に基づく算定方法の見直しや法定損害賠償の導入な
ど、損害賠償の額を適切な水準に引き上げる方策を講じるべき
特に、同法第１０２条第３項の特許実施料相当額については、損害賠償額
が「通常の特許実施料相当額」を上回るよう法定するとともに、増額につ
ながる考慮要素を明確にすべき。加えて、悪質な侵害行為を防止するため
の制度等についても検討し、早急に対応すべき

 知財訴訟では、中小企業の勝訴率は大企業より低い※１
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 中小企業は、大企業に比べ判決における損害賠償額の認定率が低い※１

２．証拠収集手続の強化

訴訟提起前の証拠収集手続に関与できる現行の制度を、中小企業が容易に
活用できるようにする必要がある。加えて、ドイツの「査察制度」※２を
参考とした証拠収集制度の導入を検討すべき

５．権利の安定性

裁判において特許等の有効性が否定されることがないように、特許庁の審
査体制や能力を一層強化し、確実な審査を行うべき

３．訴訟に係る弁護士費用の負担配分

弁護士費用について、敗訴侵害者の負担となるよう民法第７０９条の相
当因果関係の判断に関する運用を見直すべき

４．中小企業に対する裁判費用の支援

弁護士等の費用負担を補償する保険制度や補助金の創設などを検討すべ
き。保険制度については、現行の海外知財訴訟費用保険制度を拡充すると
ともに、中小企業に対して保険料の補助を行うべき

※２：立証に必要とされる証拠が一般市場で入手できない場合に、裁判所が選任した中立
的な第三者専門家が被疑侵害者に対して、査察（工場等への立ち入り調査等）を行う制度
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①人口減少下のわが国において、企業
が成長する力を強化するためには、技
術等を生み出し、ビジネスの拡大に結
び付ける取り組みが重要。特に、法人
数の99％を占める中小企業の事業環境
整備がわが国の持続的な成長に不可欠

②様々なビジネス形態の中で、自らの成
長とともに、日本経済全体の発展に貢献
している中小企業の持つ技術が知財権と
して取得・保護され、知財の創造・活用
を後押しすることは、わが国の産業競争
力や国際競争力を高めることにつながる

③しかし、現行の知財紛争処理システム
の下では、中小企業は特許等の知財侵害
を受けた場合に、ビジネスをしっかりと
守ることができていない。中小企業は
せっかく技術を開発しても、知財権を取
得・活用する意欲を大きく削がれている

基本的認識

④このような課題に対して、企業の
創意工夫の成果である知財の価値が
十分に評価されるための方策の一つ
として、予見可能性が高く、国際的
に調和の取れた知財紛争処理システ
ムの再構築が必要である

※１：出典 知財紛争処理タスクフォース「イノベーション創出に向けた侵害訴訟動向調査結果報告」（2015年4月）


